
笹ヶ峰二期地区の事業の効用に関する説明資料 

 

1.総費用総便益比の算定  

（１）総費用総便益比の総括                                        （単位：千円） 

区     分 算定式 数 値 

総費用（現在価値化） ①＝②＋③ 7,242,186 

 当該事業による整備費用 ② 6,201,281 

その他費用（関連事業費＋資産価額＋再整備費＋維持管理費） ③ 1,040,905 

評価期間（当該事業の工事期間＋50 年） ④                65 年 

総便益額（現在価値化） ⑤ 8,310,869 

総費用総便益比 ⑥＝⑤÷①        1.14 

感度分析結果 
総費用(＋10％～△10％) 1.05～1.26 

総便益(△10％～＋10％) － 

 

（２）総費用の総括                                                 （単位：千円） 

区分 事業着工時

点の資産価

額 

① 

当該事業費 

② 

関連事業費 

③ 

評価期間に

おける再整

備費 

④ 

評価期間終

了時点の資

産価額 

⑤ 

総費用 

⑥＝①＋②＋ 

③＋④－⑤ 

国営造成施設 732,773 6,201,281         －    992,510    684,378    7,242,186 

合 計 732,773 6,201,281         －    992,510    684,378 7,242,186 

 ※各造成施設の詳細については「笹ヶ峰二期地区の事業の効用に関する詳細」を参照 

 

（３）年総効果額、総便益額の総括                                 （単位：千円） 

区 分 
効果項目 

年総効果 
(便益)額 

総便益額 効果の要因 

食料の安定供給の確保に関する効果 

 
応急対策費軽減効果 413,689 8,236,873

事業の実施により、堆積土塊の浚渫に
係る応急対策費用が軽減される効果 

機能低下被害軽減効果 3,716 73,996
事業の実施により、地すべりの発生が
防止され作物被害が軽減される効果 

合  計 417,405 8,310,869

総便益の算定の詳細については「笹ヶ峰二期地区の事業の効用に関する詳細」を参照 

 

 



2.年効果額の算定方法 

 
（１）応急対策費軽減効果 

 

 ○効果の考え方 

 事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合（事業なかりせば）の、堆積土塊

の浚渫に係る費用を比較することにより、年効果額を算出した。 

 なお、本効果は、評価期間中において、１回発生する地すべりによる被害を想定し、当該応急

対策費用に評価期間に対応した還元率を乗じて年効果額を算定した。 

 

  ○対象資産 

  農業用施設（笹ヶ峰ダム） 

 

 ○年効果額算定式 

  

    年効果額 ＝（事業なかりせば浚渫量 － 事業ありせば浚渫量）× 浚渫費用 × 還元率 

 

 ○年効果額の算定                    （単位：千円） 

区  分 

事業なかり

せば浚渫量

（千㎥）① 

事業ありせ

ば浚渫量

（千㎥）② 

浚渫費用

（円/㎥）

③ 

応急対策費 

軽減額 

④=(①－②)×③ 

還元率

⑤ 

年効果額 

⑥=④×⑤ 

新設整備 290 0 15,887 4,607,133 

0.0434 

199,950 

更新整備 310 0 15,887 4,924,867 213,739 

合  計 600 0 － 9,532,000 － 413,689 

※小数点以下を四捨五入していることから、記載値は計算結果と合わない場合がある。 

 

・事業なかりせば浚渫量：地すべりの発生により、笹ヶ峰ダムの湛水域に流入した移動土塊を、

応急対策で浚渫する想定土塊量 

・事業ありせば浚渫量 ：事業の実施より、地すべりが防止されるため、浚渫量は発生しない 

・浚渫費用      ：浚渫に係る運搬処分費等を含めた単位量当たり費用 

 

 
 
 
 
（２）機能低下被害軽減効果 

 

 ○効果の考え方 

 事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合（事業なかりせば）の、農業用施

設への土砂堆積により発生する農作物の被害額を比較することにより、年効果額を算定した。 

 なお、本効果は、評価期間中において、１回発生する地すべりによる被害を想定し、軽減され

る農作物の被害額に評価期間に対応した還元率を乗じて年効果額を算定した。 

 

 

  ○対象資産 

  農作物 

 



 ○年効果額算定式 

  

    年効果額 ＝（事業なかりせば農作物の被害数量 － 事業ありせば農作物の被害数量）× 農作

物単価 × 還元率 

 

 ○年効果額の算定                       （単位：千円） 

区  分 
事業なかりせば 

想定被害額① 

事業ありせば 

想定被害額② 

還元率 

③ 

年効果額 

④=（①-②）×③ 

新設整備 41,361 0 

0.0434 

1,795 

更新整備 44,272 0 1,921 

合  計 85,633 0 － 3,716 

※小数点以下を四捨五入していることから、記載値は計算結果と合わない場合がある。 

 

【新設】 

・事業なかりせば農作物の被害数量：地すべりの発生により普通期の用水不足が発生し、水稲の

水管理改良によってもたらされた増収率２％が損なわれ

る分を被害数量とした 

・事業ありせば農作物の被害数量 ：事業の実施より、地すべりが防止されるため、農作物の被

害は発生しない 

・農作物単価：想定被害額の算定に用いる農産物単価は、農林水産統計による最近５か年の販売

価格に消費者物価指数を反映した価格等を用いた。 

 

 

3.評価に使用した資料  

【共通】 

・地すべり対策事業における費用対効果分析手法について（令和２年４月１日付け農林水産省農

村振興局整備部防災課課長補佐（海岸・防災計画班）（広域防災班）事務連絡） 

・土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について（平成 19 年３月 28 日付け農林水産省

農村振興局企画部長通知（令和２年４月１日一部改正）） 

・土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数等について（令和２年４月１日付け農林水産省

農村振興局整備部土地改良企画課課長補佐（事業効果班）事務連絡） 

 

【費用】 

・当該事業費及び関連事業費に係る一般に公表されていない諸元については、北陸農政局信濃川

水系土地改良調査管理事務所調べ 

 

【便益】 

・効果算定に必要な各種諸元については、北陸農政局信濃川水系土地改良調査管理事務所調べ 
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